
*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 14,127,157,212 固定負債 4,685,213,833

有形固定資産 13,234,158,750 地方債 3,936,002,833
事業用資産 6,318,427,807 長期未払金 -

土地 2,690,316,936 退職手当引当金 749,211,000
立木竹 628,331,902 損失補償等引当金 -
建物 8,794,493,153 その他 0
建物減価償却累計額 △ 5,842,603,198 流動負債 437,349,577
工作物 30,927,753 1年内償還予定地方債 379,365,962
工作物減価償却累計額 △ 334,739 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 38,098,162
航空機 - 預り金 19,086,193
航空機減価償却累計額 - その他 799,260
その他 - 5,122,563,410
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 17,296,000 固定資産等形成分 15,050,717,573

インフラ資産 6,784,455,517 余剰分（不足分） △ 5,026,057,814
土地 56,446,398
建物 1,252,834,385
建物減価償却累計額 △ 565,667,300
工作物 10,827,491,885
工作物減価償却累計額 △ 4,830,441,262
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 43,791,411

物品 469,519,294
物品減価償却累計額 △ 338,243,868

無形固定資産 9,403,920
ソフトウェア 9,403,920
その他 -

投資その他の資産 883,594,542
投資及び出資金 143,471,919

有価証券 -
出資金 49,871,919
その他 93,600,000

投資損失引当金 -
長期延滞債権 91,329,986
長期貸付金 -
基金 649,528,507

減債基金 -
その他 649,528,507

その他 -
徴収不能引当金 △ 735,870

流動資産 1,020,065,957
現金預金 89,730,577
未収金 7,213,139
短期貸付金 -
基金 923,560,361

財政調整基金 858,446,815
減債基金 65,113,546

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 438,120 10,024,659,759

15,147,223,169 15,147,223,169

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 2,876,344,338
業務費用 1,695,697,301

人件費 546,908,301
職員給与費 462,948,475
賞与等引当金繰入額 38,098,162
退職手当引当金繰入額 -
その他 45,861,664

物件費等 1,117,833,885
物件費 651,179,956
維持補修費 12,775,508
減価償却費 453,878,421
その他 -

その他の業務費用 30,955,115
支払利息 22,095,026
徴収不能引当金繰入額 804,098
その他 8,055,991

移転費用 1,180,647,037
補助金等 689,214,997
社会保障給付 197,415,174
他会計への繰出金 286,746,374
その他 7,270,492

経常収益 156,547,288
使用料及び手数料 50,038,800
その他 106,508,488

純経常行政コスト △ 2,719,797,050
臨時損失 653,012

災害復旧事業費 -
資産除売却損 557,912
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 95,100

臨時利益 3,403,000
資産売却益 1,659,160
その他 1,743,840

純行政コスト △ 2,717,047,062

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

前年度末純資産残高 10,141,230,352 14,933,143,588 △ 4,791,913,236

純行政コスト（△） △ 2,717,047,062 △ 2,717,047,062

財源 2,583,999,996 2,583,999,996

税収等 2,131,012,767 2,131,012,767

国県等補助金 452,987,229 452,987,229

本年度差額 △ 133,047,066 △ 133,047,066

固定資産等の変動（内部変動） 101,097,512 △ 101,097,512

有形固定資産等の増加 613,110,300 △ 613,110,300

有形固定資産等の減少 △ 491,165,276 491,165,276

貸付金・基金等の増加 105,446,801 △ 105,446,801

貸付金・基金等の減少 △ 126,294,313 126,294,313

資産評価差額 - -

無償所管換等 16,476,473 16,476,473

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 116,570,593 117,573,985 △ 234,144,578

本年度末純資産残高 10,024,659,759 15,050,717,573 △ 5,026,057,814

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 2,418,282,089

業務費用支出 1,237,635,052
人件費支出 543,528,571
物件費等支出 671,961,455
支払利息支出 22,095,026
その他の支出 50,000

移転費用支出 1,180,647,037
補助金等支出 689,214,997
社会保障給付支出 197,415,174
他会計への繰出支出 286,746,374
その他の支出 7,270,492

業務収入 2,474,740,397
税収等収入 2,130,467,398
国県等補助金収入 237,985,229
使用料及び手数料収入 49,702,878
その他の収入 56,584,892

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 69,491,000
業務活動収支 125,949,308
【投資活動収支】

投資活動支出 674,378,928
公共施設等整備費支出 574,626,004
基金積立金支出 99,752,924
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 268,312,772
国県等補助金収入 145,511,000
基金取崩収入 120,999,876
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 1,801,896
その他の収入 -

投資活動収支 △ 406,066,156
【財務活動収支】

財務活動支出 353,426,249
地方債償還支出 352,554,329
その他の支出 871,920

財務活動収入 624,629,000
地方債発行収入 624,629,000
その他の収入 -

財務活動収支 271,202,751
△ 8,914,097

79,558,481
70,644,384

前年度末歳計外現金残高 18,506,585
本年度歳計外現金増減額 579,608
本年度末歳計外現金残高 19,086,193
本年度末現金預金残高 89,730,577

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 2,876,344,338
業務費用 1,695,697,301

人件費 546,908,301 　
職員給与費 462,948,475
賞与等引当金繰入額 38,098,162
退職手当引当金繰入額 -
その他 45,861,664

物件費等 1,117,833,885
物件費 651,179,956
維持補修費 12,775,508
減価償却費 453,878,421
その他 -

その他の業務費用 30,955,115
支払利息 22,095,026
徴収不能引当金繰入額 804,098
その他 8,055,991

移転費用 1,180,647,037
補助金等 689,214,997
社会保障給付 197,415,174
他会計への繰出金 286,746,374
その他 7,270,492

経常収益 156,547,288
使用料及び手数料 50,038,800
その他 106,508,488

純経常行政コスト △ 2,719,797,050
臨時損失 653,012

災害復旧事業費 -
資産除売却損 557,912
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 95,100

臨時利益 3,403,000
資産売却益 1,659,160
その他 1,743,840

純行政コスト △ 2,717,047,062 △ 2,717,047,062
財源 2,583,999,996 2,583,999,996

税収等 2,131,012,767 2,131,012,767
国県等補助金 452,987,229 452,987,229

本年度差額 △ 133,047,066 △ 133,047,066
固定資産等の変動（内部変動） 101,097,512 △ 101,097,512

有形固定資産等の増加 613,110,300 △ 613,110,300
有形固定資産等の減少 △ 491,165,276 491,165,276
貸付金・基金等の増加 105,446,801 △ 105,446,801
貸付金・基金等の減少 △ 126,294,313 126,294,313

資産評価差額 - -
無償所管換等 16,476,473 16,476,473
その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 116,570,593 117,573,985 △ 234,144,578
前年度末純資産残高 10,141,230,352 14,933,143,588 △ 4,791,913,236
本年度末純資産残高 10,024,659,759 15,050,717,573 △ 5,026,057,814

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

金額
固定資産等形成分 余剰分（不足分）


